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様式第１号（第５条関係） 

会議概要 

会 議 の 名 称 第２回久喜市医療体制等推進協議会 

開 催 年 月 日 平成２７年１１月１８日（水） 

開 始 ・ 終 了 時 刻 午後１時１５分から午後２時５０分 

開 催 場 所 久喜市中央保健センター２階会議室 

議 長 氏 名 西崎道喜 

出席委員（者）氏名 

桂田恵子、小島さえ子、小室幸子、齊田保彦、中村喜美子、 

細田たき子、染谷多賀子、髙木 学、関谷 栄、植松武史、 

田中良明 

欠席委員（者）氏名 安藤愛子、淺川 実、堀中直明、遠藤康弘 

説 明 者 の 職 氏 名 
小林健康増進部副部長兼健康医療課長、 

矢作健康医療課課長補佐兼地域医療係長 

事 務 局 職 員 職 氏 名 
立川健康増進部長、小林健康増進部副部長兼健康医療課長、 

矢作健康医療課課長補佐兼地域医療係長、冨田主任 

 

会 議 次 第 

 

１ 開会 

２ 会長あいさつ 

３ 議題  

久喜市における災害時の医療体制について 

４ その他 

   利根保健医療圏で協議している医療について(情報提供) 

５ 閉会 

配 布 資 料 

・次第 

・久喜市医療体制等推進協議会委員名簿 

・資料１ 東日本大震災久喜市の状況（広報くき平成 23 年 5 

月臨時号） 

・資料２ 久喜市地域防災計画（震災対策編 震災応急対策計 

画）抜粋 

・資料３ 久喜市災害時医療救護マニュアル（案）概要 

・資料４ 災害時の医療救護等に関する主な検討課題  

・当日資料１ 災害時の医療体制の確保について 

・当日資料２ 利根保健医療圏で協議している医療 

・みんなで守ろう！考えよう！救急医療 

・埼玉県の救急電話相談 
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会議の公開又は非公開 公開 

傍 聴 人 数 なし 
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様式第２号（第５条関係） 

 

審議会等会議録 

発 言 者 会 議 の て ん 末 ・ 概 要  

司会（小林副部長

兼課長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

田中委員 

 

 

 

司会（小林副部長

兼課長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局職員 

 

司会（小林副部長

兼課長） 

 

１ 開会 

本日は、大変お忙しい中、ご出席いただきましてありがとうございます。 

定刻となりましたので、ただ今から、第２回久喜市医療体制等推進協議会を

開会したいと思います。 

本日の司会を務めさせていただきます健康医療課長の小林と申します。ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 

○異動に伴う委嘱書交付 

４月の人事異動により埼玉県幸手保健所の所長に異動がございました。市

長に代わりまして立川健康増進部長から委嘱書を交付させていただきたいと

存じます。 

〔委嘱書交付〕 

それでは、幸手保健所長田中様、自己紹介をお願いしたいと存じます。 

（自己紹介） 

 

ありがとうございました。今後とも任期までよろしくお願い致します。 

 

○出席状況の報告等 

 続きまして、出席議員につきましてご報告申し上げます。１６人の委員中、

出席者１２人、欠席者４人でございます。 

 したがいまして、久喜市医療体制等推進協議会条例第７条第２項の規定に 

より、過半数に達しておりますので、本会議が成立していますことをご報告

申し上げます。 

 次に傍聴者でございますが、傍聴を希望する方はおりませんので、早速、

次第に従いまして議事を進めてまいりたいと存じます。 

 なお、事務局につきましても４月の人事異動によりまして、異動がござい

ましたのでご紹介させていただきたいと存じます。 

 

（事務局職員自己紹介） 

 

 それでは、次第に従いまして会議を進めさせていただきたいと存じます。

開会にあたりまして、西崎会長から、ご挨拶を頂戴したいと存じます。 

 会長どうぞよろしくお願い致します。 
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西崎会長 

 

 

 

 

 

 

司会（小林副部長

兼課長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長（西崎会長） 

 

 

 

 

 

 

矢作課長補佐兼係

長 

２ 会長あいさつ     

 皆様、こんにちは。 

天候の不安定な中、またお忙しい中、お集まりいただきまして、第２回の

久喜市医療体制等推進協議会を開催することができました。内容等につきま

しては、また、新たな大きな課題が見えてきている内容かとも思いますので、

十分ご審議いただければと思います。よろしくお願い致します。 

 

ありがとうございました。 

それでは、議事に入る前に、配布資料の確認をさせていただきたいと思い

ます。まず、事前に配布させていただきました資料でございますが、 

① 第２回久喜市医療体制等推進協議会次第 

② 久喜市医療体制等推進協議会委員名簿 

③ 資料１ 東日本大震災 久喜市の状況（広報くき平成２３年５月臨時号） 

④ 資料２ 久喜市地域防災計画（震災対策編 震災応急対策計画）抜粋  

⑤ 資料３ 久喜市災害時医療救護マニュアル（案）概要 

⑥ 資料４ 災害時の医療救護等に関する主な検討課題 

の６点になりますが、お持ちいただいておりますでしょうか。 

また、当日配布資料と致しまして、 

①当日資料１ 災害時の医療体制の確保について 

②当日資料２ 利根保健医療圏で協議している医療について 

③みんなで守ろう！考えよう！救急医療（リーフレット） 

④埼玉県の救急電話相談 

の４点になりますが、お手元にお揃いでしょうか。 

 

それでは、議事に入らせていただきます。 

議事の進行につきましては、久喜市医療体制等推進協議会協議会条例第７

条の規定によりまして、西崎会長に議長に就任いただき、議事を進めていた

だきたいと存じます。西崎会長、どうぞよろしくお願い致します。 

 

３ 議題 

 久喜市における災害時の医療体制について 

それでは、斬時、議長を務めさせていただきたいと存じます。円滑な議事

進行にご協力を賜りたいと存じます。 

それでは、まずはじめに、前回の議題でありました「医療体制の課題につ

いて」経過説明を事務局からお願致します。 

 

前回の議題の経過説明をさせていただきたいと存じます。委員の皆様方に

は、本年の１月１６日に開催されました「第１回久喜市医療体制等推進協議
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議長（西崎会長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

矢作課長補佐兼係

長 

 

 

 

 

会」におきまして「医療体制の課題」について議論していただきました。 

医療体制の課題につきましては、医師不足や、救急医療体制の確保、がん 

や脳卒中等の各種疾患の予防対策など様々でございますが、団塊の世代が 

７５歳以上となる「２０２５年問題」も喫緊の課題でございます。 

ご案内のとおり、団塊の世代が７５歳以上となります１０年後には、３人

に１人が６５歳以上、５人に１人が７５歳以上と推計されており、現状の医

療や介護サービスの提供体制のままでは十分に対応することができないこと

が見込まれ、２０２５年までをめどに「在宅医療と介護の連携」等の対策を

講じておく必要が喫緊の課題となっております。 

そこで、前回の会議では、委員の皆様方に、「本市では、久喜市高齢者福祉

計画・第６期介護保険事業計画」に基づきまして、在宅医療と介護の連携を

進め、できる限り、在宅で住民の皆様が安心して暮らせるための体制整備に

取り組んでまいりたいと考えている旨、お伝えさせていただきました。 

現在、「地域の医療・介護の資源の把握」並びに、「在宅医療・介護連携の

課題の抽出と対応策の検討」ということで、医師会の皆様方と調整をさせて

いただきながら、現在、努めてまいっているところでございます。 

報告は以上でございます。 

 

事務局からの説明にもありましたように、昨年６月にいわゆる、「医療介護

総合確保推進法」が公布されました。 

高齢化の進展に伴って、慢性的な病気やいくつも病気を抱える患者の増加

が見込まれている中で、地域において効率的で、かつ質の高い医療提供体制

を構築するということで、今まで考えていた「地域完結型医療」という考え

を含めながら「地域包括ケアシステム」という形で、流れがきております。

市の中でも、在宅医療とか、介護連携の推進について平成２７年度は、「地域

の医療・介護の資源の把握」と「在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策

の検討」を計画的に進めているという説明でございます。 

 

続きまして、「久喜市における災害時の医療体制について」を議題としたい

と思います。 

内容につきまして事務局からご説明をいただきたいと思います。 

 

それでは、東日本大震災における本市の対応状況としまして、お手元にご

ざいます「資料１ 東日本大震災久喜市の状況 広報くき２０１１年５月１

日臨時号」をご覧いただきたいと存じます。 

 平成２３年３月１１日に発生しました、東日本大震災は未曽有の被害を各

地にもたらしたところでございますが、本市でも最大震度５強を観測し、南

栗橋地域では液状化による被害が発生しました。 
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 市では、久喜市地域防災計画に基づき地震発生直後に「久喜市災害対策本

部」を設置し市内の被害状況の把握とともに緊急対応を実施したところです。 

 市内の被害状況につきましては、広報くきに掲載してありますように、人

的被害は、重傷者が１人でございました。また、建物被害として、屋根瓦の

破損や、ブロック塀・石垣の損壊等がございました。 

 また、帰宅困難者を含めました避難者に対応するため、久喜地区９か所、

菖蒲地区２か所、栗橋地区４か所、鷲宮地区４か所の、計１９か所の避難所

を開設しました。避難所につきましては、３月２６日までには閉鎖しており

ます。 

 さらに、各保健センターでは、地震による健康不安等に対する相談体制を

取ったところでございます。 

 その他、震災、原発事故等の避難者への取り組みとしまして、一時避難所

の開設や、避難者の方々に対する医療費の支払い猶予措置などが実施されま

した。 

 以上が、「資料１ 東日本大震災久喜市の状況 広報くき２０１１年５月１

日臨時号」の概略でございます。（数字は平成 23年 3 月中の最終集計です。） 

 

続きまして、お手元にございます「資料２ 久喜市地域防災計画（震災対

策編 震災応急対策計画）をご覧いただきたいと思います。 

 こちらは、平成２７年２月に改訂されました「久喜市地域防災計画」のう

ち、「医療救護」に関して記載されている内容を抜粋したものでございます。 

 大規模災害が発生しますと、迅速な応急対策を行うため、久喜市地域防災

計画に基づきまして、災害対策本部が設置され、非常体制の配備がひかれる

ことになります。 

 先ほど、資料１でもご説明させていただきましたが、東日本大震災の時に

は５強を観測し、災害対策本部が設置されたところでございます。 

そこで、例えば、市民部につきましては、総括班や市民ボランティア班と

して災害対策本部に関する事務や、災害ボランティアの受け入れ・調整など

を行います。また、福祉部につきましては、被災者救援班としまして、被災

者の保護や、避難所の管理運営など、それぞれに通常業務と異なる役割分担

が定められておりまして、災害時の対応を行うことになっております。 

 そのような中、災害時の医療につきましては、健康増進部（健康医療課、

中央保健センター、国民健康保険課）が、「医療・救護班」としまして、資料

２の左ページにございますように、災害医療本部の編成、医療機関への協力

要請、医療・授産活動など、救急医療活動を行うことになっております。 

災害医療本部では、災害対策本部や消防本部等から寄せられる負傷者や、

傷病者の発生に関する情報等を収集・集約しまして、例えば救護所への要員

の派遣調整や、患者さんの搬送先となる後方医療機関との調整、不足する人
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議長（西崎会長） 

 

 

 

 

 

中村委員 

 

 

議長（西崎会長） 

 

小林副部長兼課長 

 

 

 

 

 

員の確保、医薬品や衛生材料等の調達等の業務を視野にいれているところで

ございます。 

また、資料２の右ページでございますが、救護班の編成や、医療の範囲及

び方法、救護所の設置について記載しております。 

現在、市内には救急指定病院・診療所が７医療機関ございますが、そのう

ち、久喜総合病院及び済生会栗橋病院は、災害時における初期救急医療体制

の充実強化を図るための医療機関である「災害拠点病院」として県から指定

を受けているところでございます。 

恐れ入りますが、「資料２」の裏面をご覧いただきたいと存じます。 

災害時における医療体制の確保としまして、医師会と協力して、マンパワ 

ーの活動調整を行うことや、医薬品卸業者や薬局との連携により、救護所で

使用する医薬品の調達、供給を確保することが記載されております。 

 

以上が、久喜市地域防災計画（震災対策編 震災応急対策計画）において

記載されている「医療救護」の概要となります。 

なお、本計画が有効に機能するためには、医療・救護班がどこで何をする

のか、といった行動規範等を具体的に決めておく必要がございますことから、

マニュアルを策定し、災害対策をより実効性のあるものになるよう、整備し

ているところでございます。 

以上、資料１と資料２の説明でございます。 

 

 事務局から資料１と資料２の説明がありましたが、ここで１つの区切りと

して、ご意見やご質問をいただければと思います。 

最初は、東日本大震災の久喜市の取り組み状況と、それらを元にして久喜

市地域防災計画が作られておりますが、その中の震災対策編の震災応急対策

計画について説明していただいたわけです。 

 

いただいた資料２ですが、医療マンパワーの説明をもう少し詳しくしてい

ただきたいと思うのですが。 

 

医療マンパワーについて事務局からもう少し詳しい説明をお願いします。 

 

ただいま、中村委員さんからマンパワーと言うことでご質問をいただきま

した。ご承知のとおり医療救護活動を行うに当たり、医師会の皆さん、歯科

医師会の皆さん、薬剤師会の皆さんの協力はもとより、場合によっては医療

活動を行うボランティアの皆さんの協力も必要になるかと思います。 

例えば、救護所で搬送するのに救急車だけでは難しいため、ボランティア

の皆さんに搬送のお手伝いをしていただくことも必要になってくるかと思わ
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議長（西崎会長） 

 

 

 

 

 

 

 

 

小林副部長兼課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れます。医療救護活動に携わる方々を総称して、医療マンパワーと言うもの

と考えております。以上でございます。 

 

医療活動に従事する関係者を確保するということで、ボランティアであっ

たりお医者さん、歯科医師さん、薬剤師さん、看護師さんなど関わりのある

方々の確保と言うことです。他にございませんか。 

資料１と２のご意見はよろしいでしょうか。 

（「はい」の声あり） 

これらの内容を受けて、久喜市におけるマニュアルを作成しておくことが

必要であろうということであります。 

それでは次に資料３と４の説明をお願いしたいと思います。 

 

資料の３と４につきましては健康医療課の小林から説明させていただきま

す。まず資料３「久喜市災害時医療救護活動マニュアル（案）概要」をご覧

いただきたいと存じます。 

マニュアル策定の前提として、なぜ、このマニュアルを策定することにな

ったのかということでございますが、先ほど資料２で説明がありましたよう

に久喜市地域防災計画の中で、健康増進部は、医療救護班ということで、「救

護所の設置」や避難所等での「医療救護活動」を行うことになっております。 

災害時に、この医療救護活動を円滑に進めるためには、医師会、歯科医師

会、薬剤師会の三師会の皆さまとの連携協力体制を構築しておく必要がござ

います。そのため、医療救護活動マニュアルを三師会の皆さまと協議調整し

ながら策定することとしたものでございます。 

三師会の皆さまと連携協力体制の内容をまとめました、「災害時の医療救護

活動」の案の概要を説明させていただきたいと存じます。 

 

まず、マニュアルの目的でございます。 

医療救護活動マニュアルの目的は、医療関係者の具体的な行動を明記しま

して、「災害時に医療救護活動が円滑にできるようにすること。」でございま

す。そのための組織として、災害対策本部長の指示によりまして、災害医療

本部を立ち上げて、医療活動の総合調整、指揮命令を行ってまいりたいと考

えております。 

次に、災害医療本部の立ち上げ時期でございます。 

災害医療本部の立ち上げは、何時行うのか？でございますが、災害対策本

部が設置された時、本部長の指示のもとに、災害医療本部を立ち上げるとい

うことでございます。 

地域防災計画では、災害対策本部が設置されますのは地震の場合震度５強、

これは東日本大震災でございましたが、そのような時に災害対策本部が立ち
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上がりますが、災害医療本部の立ち上げにつきましては、被災者の状況等に

より、災害対策本部で判断して立ち上げるものでございます。 

また、市内で震度６弱以上の時は、市から要請があったものとして、自主

参集するという考え方を持っております。逆に申し上げますと、震度６弱未

満の場合は、災害対策本部長の指示により立ち上げますが、震度６弱以上に

つきましては、自動的に立ち上げを考えているところでございます。 

 

次に、マニュアルの内容についてご説明申し上げます。 

このマニュアルの構成は、３部構成となっております。１ページⅠ部の災

害時医療救護体制、２ページのⅡ部医療救護活動、４ページのⅢ部平常時の

防災対策等となっております。 

それでは、１ページに戻っていただきまして、Ⅰ部の災害時医療救護体制

についてでございます。 

まず、１災害医療本部の設置ですが、救護所の設置や被災者の医療救護活

動を円滑にすすめるために、医療救護活動を統括する「災害医療本部」を別

に設置しまして、統一的に対応できるようにしたいと考えております。災害

医療本部は、災害対策本部のできるだけ近くに設置したほうが良いというこ

とで、本庁舎内に設置を考えているところでございます。 

１ページの図でございますが、災害対策本部長（市長）の指示によりまし

て、災害医療本部が対上がった組織図でございます。 

本部員は、黒い網掛けの中でございますが、健康増進部長が本部長となり

まして、災害医療総合調整監が、市全域の医療救護活動の総合調整を行って

いただきたいと思っております。この災害医療調整監につきましては、医師

会の推薦で、市長が任命するという考えでございます。 

そして、三師会のトップに災害医療調整監がお付きいただいて、三師会と

調整し、医師、薬剤師、歯科医師等の救護所への派遣や巡回診療の調整、情

報収集等を行ってまいりたいというような考えでございます。 

次に、２ページの２災害医療本部の主な役割でございます。 

まず、１つ目として、災害対策本部との連絡調整として、救護所の開設・

運営の調整、巡回診療の調整等をおこないます。 

２つ目として、救護所・医療救護チームとの連絡調整として、傷病者の情

報収集や救護所の物資の確保調整を行います。 

３つ目として、医療関係団体との連絡調整として、医師会、歯科医師会、

薬剤師会との協議を行います。 

４つ目として、後方医療機関の情報管理としまして、重症者等の受入れ可

能な後方医療機関病院の把握とドクターヘリを含めた搬送体制の確保を行い

ます。 

５つ目として、県の医療救急部との調整として、県への傷病者の状況報告
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や医療救護に不足が生じている場合など医療救護班の要請を県に行ってまい

ります。 

３番目として、３災害医療本部の各要員の参集でございます。 

本部員の参集ですが、本部員は誰なのかでございますが、行政は、健康増 

進部長、健康医療課長、中央保健センター所長、国民健康保険課長でござい

ます。三師会からは、災害医療総合調整監として、医師会が推薦し市長が任

命した医師１名と、三師会各々から推薦され、市長が任命した各会２名ずつ

を考えております。 

そして、参集場所ですが、久喜市の災害対策本部の設置場所等に参集、医

師会様からのご意見で、市の対策本部の近くに置くべきというご意見から、

災害対策本部の近くで、すぐに連携できる場所ということで考えております。 

それから、参集時期でございますが、地震の場合は、久喜市内で震度６弱

以上を観測した時は、自主参集としております。被害が甚大で、災害対策本

部長から要請があったものとみなしております。 

それ以外は、市の災害対策本部長、市長でございますが、市長からの指示・

派遣要請に応じて参集いたします。 

風水害の場合は、久喜市内で時間雨量が７０ミリを超えたとき、市の災害

対策本部長からの指示・派遣要請に応じて参集いたします。 

 

次に、Ⅱ部の医療救護活動でございます。実際どのような行動をするのか

を定めてございます。 

１医療救護活動におけるフェーズ区分でございますが、別紙１をご覧いた

だきたいと思います。フェーズ、時間ごとの区切りでございますが、災害発

生後、１週間の対応について、各フェーズ段階ごとの区分でございますが、

フェーズ０が災害発生直後の６時間以内、フェーズ１が超急性期の４８時間

以内、フェーズ２が、急性期の１週間程度以内と３段階の区分ごとに、関係

者の具体的な行動をまとめたものでございます。 

久喜市災害医療本部はそれぞれの時間区分ごとにどのような動きをするの

か、医療救護班の動き、情報活動を含めた動きです。それから、災害医療総

合調整監、医師会、歯科医師会、薬剤師会の動きにつきましてそれぞれ時間

ごとに想定させていただいているものでございます。 

続きまして、２情報伝達といたしまして、別紙２をご覧いただきたいと存

じます。医療救護活動に必要な情報収集、指揮命令系統としてまとめたのが、

別紙２の図でございます。県への要請や報告等を含めまして、各機関との情

報伝達、指揮命令系統図を示してございます。参考にしていただきたいと存

じます。 

続きまして３ページの３救護所の設置等でございます。資料の３ページを

ご覧いただきたいと思います。 



11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まず、（１）救護所の設置時期でございますが、市の災害対策本部が設置さ

れ場合は、災害対策本部長の指示や、市内の被害状況等を考慮して、災害医

療本部長が救護所の開設を判断します。市内震度６弱以上の地震が発生した

場合は、市の災害対策本部長の開設指示があったものとみなし、救護所を開

設いたします。先ほどの自主参集と合わせています。先ほどの自主参集と併

せた対応になっています。 

次に（２）救護所の設置場所の案ですが、災害発生時の初動体制として、

救護所を市内５か所に設置いたします。旧久喜市内は東部と西部に分け２か

所、旧町単位で３か所でございます。三師会の皆さんとも協議しまして、 

２３の小学校の拠点避難所すべてに医師の派遣は困難なため、５か所とした

ものです。 

また、必要に応じて臨時に救護所を設置したいと考えております。５か所

の小学校の保健室やけが人等の状況によりまして他の教室を救護所として考

えております。 

続いて、（３）救護所の人員体制でございますが、救護所の管理者は医師と

しまして、医師、看護師または保健師、歯科医師、薬剤師、事務員それぞれ

２名以上で体制を組みたいと思っています。救護所での活動が過労とならな

いよう２交代以上で活動できる人員体制としております。 

続いて、（４）救護所の主な活動でございますが、三師会の皆さんと協議し

まして、救護所の活動時間を原則１２時間を超えないよう、一人の従事者に

過重負担とならないよう複数の班で交代で行えるようにしてまいりたいと考

えているところです。 

主な活動としましては、被災住民のトリアージとして、重症者、中等症、 

軽症者の振り分け、重症患者、中等症患者の病院への搬送、軽症患者への応

急処置等でございます。 

次に（５）の医薬品の確保等でございますが、別紙３をご覧いただきたい

と存じます。医薬品の確保を示したものが別紙３でございます。 

災害医療本部が、薬剤師会へ薬剤師の派遣要請や医薬品の供給量の把握あ 

るいは供給要請を行うための連絡図を示したものでございます。 

課題となっておりますのが、供給された医薬品等を一括管理する保管場所 

やストック方法等などが課題等なっております。 

次に４ページをご覧いただきたいと思います。Ⅲ部の平常時の防災対策等

でございます。主に平常時に行っておくべき、課題となっている事項につい

てでございます。 

まず、１つ目として１災害医療本部及び救護所等の環境整備でございます。 

救護所の運営に必要な備品や資機材の計画的整備ということで、災害備蓄

品として救急セットや救急処置に必要な備品類等の整備が課題になっている

ところでございます。 
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続いて、連絡体制の通信機器の整備といたしまして、確実に連絡できる体

制を組む必要がございますので、連絡網や通信機器の整備が課題になってい

るところでございます。 

次に、２つ目として２災害医療本部及び救護所配置要員についてでござい

ますが、予め、災害医療本部に参集する三師会の皆さん方を決めたり、５か

所の救護所へ派遣する三師会の皆さん方やスタッフなどを決めておいたりす

るなどの必要がございます。そのための具体的な配置が課題になっていると

ころでございます。 

次に、３つ目として３訓練についてでございます。 

この災害時の医療活動マニュアルに基づき、災害医療本部の立ち上げから、

救護所での救護活動など、想定訓練を行って、災害時に迅速に機能するよう

関係機関と連携し訓練が課題となっております。 

 

以上が、災害時医療救護マニュアルの内容でございますが、このマニュア

ル自体は、基本ベースでいわゆる骨子でございまして、完全なものではなく、

今後、訓練等を行いまして、修正や変更等を行っていくことにより、より災

害時に活かせるマニュアルにバージョンアップしてまいりたいと考えており

ますので、ご了承賜りたいと存じます。 

 

続きまして、資料４の説明に移らせていただきたいと思います。災害時の

医療救護等に関する主な検討課題としてまとめたものでございます。 

災害時医療救護マニュアルを検討の際に、三師会の皆さんから頂いたご意

見や課題の主な内容でございます。資料３の４ページの課題となっている事

項と重複いたしますが、改めてその内容を整理し、ご意見を頂戴したいと存

じますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、１番の医療救護所の調整でございます。 

医療救護活動の拠点としまして、地域防災計画では、避難所に救護所を設

けることになっておりますが、そこでの課題は、市内のすべての拠点避難所

となっている小学校２３校に救護所設置は、物理的に困難であることから、

地域バランスを考慮して、市内５か所に設置することといたしました。 

しかし、５か所以外で負傷者等が多数いる場合などについて、どのような

対応を行うかが検討課題であるとかんがえているところでございます。 

 次に、２番の災害時の連絡体制の調整でございます。 

災害時に各医療機関等と連絡がとれる通信・連絡手段を検討していく必要

がございます。被害状況を収集する方法等につきましても、どのような手段

が最も有効かを研究し、連絡網や通信機器の整備を行っていくことが必要に

なっています。 

また、３番の医薬品や医療用資機材の供給確保でございますが、災害時に
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植松委員 

救護所に配備すべき医薬品等の具体的手続き、備蓄について検討しておく必

要がございます。卸売業者や薬剤師会とも協議し、具体的な確保を決めてま

いるところですが、備蓄場所等の確保が検討課題となっているところでござ

います 

次に、４番の災害医療連携強化の訓練・研修ですが、災害拠点病院、医療

機関、県の保健所、行政が連携できるよう、訓練や研修を実施していくこと

が、必要となっております。 

たとえば、医師会の皆さん主催で行っていただいておりますエマルゴトレ

ーニング研修がございますが、災害医療本部の立ち上げ訓練等も実施してい

ただけたらと考えております。 

こうした訓練等によりまして、災害時医療救護マニュアルの補足を行って

まいりたいと思いますが、今後、近隣市町の行政職員の参加なども検討課題

となっているところでございます。 

 最後に５番の住民への周知でございます。 

災害時に負傷者が発生した場合の医療受診体制について、各医療機関がど

うなるのか、どのように受診したらよいのか等を含め、周知していく必要が

ございます。その中で、どのような周知方法が有効であるのかが、検討課題

となっているところでございます。 

これらの課題につきまして、ご意見を頂ければ有難いと思いますので、宜

しくお願いいたします。雑駁な説明で恐縮ですが、資料３、資料４の説明に

代えさせていただきます。ありがとうございました。 

 

災害時医療救護マニュアルを作成しておりますが、これは三師会（医師会・

歯科医師会・薬剤師会）の先生方のご意見を基にして作り上げられたと伺っ

ております。 

細かな内容等を計画されていると思います。短時間でこの内容を説明いた

だくのも大変ですけども、簡潔に説明をいただきました。このような具体的

なマニュアルを作成しておくことが大事だということを改めて痛感するとこ

ろですが、資料４では災害時の医療救護等に関する主な課題が明確にされて

きております。そのあたりの課題について、皆さんからご意見をいただきた

いと思うのですが、その前に、「災害時における医療機関での対応」というこ

とで、久喜総合病院の植松院長様から体験等をお話しいただければと思いま

す。 

また、続いて「埼玉県における災害時における医療に関する対応」という

ことで、幸手保健所の田中所長様にお話をいただきます。 

ではまず、植松委員、お願いします。 

 

久喜総合病院院長の植松です。 
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西崎会長さんの言われている災害時における医療機関の対応ということで

すが、９月にございました茨城県での豪雨、洪水被害に関しまして DMAT が出

動した経緯についての説明を、ということかと思いますので、時間軸等を含

めて説明いたします。 

９月１０日に豪雨があり洪水被害が発生したわけですが、翌日１１日に茨

城県外の関東 DMAT 隊に出動要請が出ました。更に詳しくお話ししますと、朝

の６時に待機命令が出まして、当院の DMAT 隊が病院で待機しました。実際の

出動命令が７時４１分、実際の出動ですが、９時に出動しております。 

DMAT がどういう構成で隊員が編成されているかと申しますと、医師１名、

看護師２名、事務調整員１名、こちらは当院の場合では薬剤師となりますが、

この４名体制にて、当院にあります DMAT 専用車、ハイエースという大型のワ

ゴン車にて出動いたしました。 

茨城県には参集場所が２箇所ございまして、１つは西南医療センター、も

う１つは筑波メディカルセンターというところになります。西南医療センタ

ーは、当院から比較的近く、DMAT 隊は済生会栗橋病院からも出動しており、

当院が１番、済生会が２番に到着しました。 

まずは西南医療センターへの到着が早かったということで、先に到着した

私たちのチームは、その際すぐに災害現場に出動したわけではなく、本部機

能の補助をする役割に就くことになりました。そのため実際に災害現場には

ほとんど出ておらず、西南医療センターの DMAT の手助けをしつつ、県外から

来る沢山の DMAT に対して統括・調整を行っておりました。到着した１１日は、

そのような支援をしておりました。１２日には病院の車両を使い、救護施設

等の視察をし、必要な支援をしました。 

DMATの役割は災害が発生したおよそ７２時間という初期対応ということで

すので、その後の内容に関しましては日赤ですとか、医師会で結成されるJMAT

などといった災害救援チームが編成され、これらのチームへ、その後の医療

について継続依頼をし、当院へ帰任いたしました。 

その際の問題点についても申し上げますと、なかなかこういった実践に向

けてあらかじめ訓練をすることは非常に難しいのですが、エマルゴトレーニ

ングという、先ほどもそういうトレーニングがあると話がありましたが、こ

れはある地域での行政、医療機関、消防などで取り組む非常に大切なトレー

ニングであるのですが、今回 DMAT で非常に感じたことですが、今回のような

災害のときに、各地から DMAT がどんどん来る、その DMAT をどう統制して動

かしていくかという、もう少し広域での組織での訓練についても、非常に難

しいですが、これが成し得なければスムーズな救護活動をするのは難しいの

かなという反省がありました。 

また、これは当院の話となりますが、当院の DMAT 専用車で多くの機材を乗

せて現地へ向かったのですが、現地に着いてみると、患者の搬送も必要にな
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ってくるため、患者の搬送のためのストレッチャーがあり、酸素など、救急

対応ができるような設備が備わっている救急車・緊急車両で出かけるべきだ

ったのではないかと思いました。これは病院だけでは手当てするのは難しい、

救急車も廉価なものではありませんので、こういったものも考えていただか

なければといけないかということもレポートの中にはございました。 

以上でございます。 

 

ありがとうございました。 

続いて、幸手保健所の田中委員さんお願いいたします。 

 

埼玉県の災害時における医療に対する対応について幸手保健所の方からお

話させていただきます。 

当日資料１（災害時の医療体制の確報）をご覧ください。 

災害時医療体制の確保についてですが、厚生労働省が運営しております災

害医療情報を集約、提供する広域災害救急医療情報システム、通称 EMIS（イ

ーミス）といいますが、これは、都道府県を越えて災害時に被災した医療機

関の稼働状況などに関わる情報を共有しまして、被災地域における医療・救

護に関わる情報を提供することを目的としております。平成７年１月１７日

に阪神淡路大震災が発生しましたが、これを契機とした災害医療体制のあり

方に関する研究会の緊急提言を受けてシステムが構築されまして、兵庫県か

ら運用が開始されたところです。それから平成２３年３月１１日に発生しま

した東日本大震災で、災害時の医療機関の稼働状況など、災害医療に関わる

情報を共有することの重要性が改めて認識され、全都道府県で導入されるこ

とになりました。 

埼玉県では平成１９年１２月に EMIS に加入しており、平成２６年８月末に

システムの運用の一部を見直すことといたしました。見直し内容は資料の 

２のアにございますとおり、システムの参加医療機関を拡大し、透析医療機

関などを追加しております。 

また災害発生時にも円滑なシステム運用が図られますよう、イにございま

すように３ヶ月に１度、入力操作訓練を実施することといたしました。 

更に、災害発生時の対応を強化するために、ウ、エにございますように、

災害医療コーディネーターや透析災害医療コーディネーターを指定いたしま

した。 

災害時の組織体制につきましては、裏面の上段のとおりになってございま

す。 

また、災害時の透析患者の受入調整につきましては、裏面の下段にござい

ますとおり、県内を７つのブロックに分けまして、最初はブロック内の調整

を行い、調整がつかない場合は県レベルで調整する仕組みを構築したところ
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でございます。 

詳しくは、当日資料１をご覧いただければと思います。 

説明は以上でございます。 

 

ありがとうございました。 

お二方の委員から、災害時の医療体制についてお話いただいたわけでござ

いますが、事務局からの説明やお二人の委員の方のお話について、何かご意

見、ご質問等はございますでしょうか。 

はい、関谷委員。 

 

新井病院の関谷と申します。 

事務局に説明をお願いします。 

資料３別紙の２、別紙の３ですが、久喜市災害対策本部（市長）というの

がございまして、保健所、東部消防組合に行き来の線があるのですが、埼玉

県との線が無いんですね。先ほどの当日資料１には、医療救急部と県災害対

策本部が線で結ばれています。これは大事な線かと思うのですが、これが抜

けていると非常に問題ではないかと思います。というのは、ドクターヘリや

DMAT を要請するのは市長が県に依頼するのが基本だという認識です。そこの

ところを、どこかの救護班が要請してしまうと、だぶってしまって、２つド

クターヘリが出動したり、またどちらも行かなかったりという話が実際にあ

るのです。このあたりのことをこのマニュアルに反映されていないのではな

いかと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

ご指摘ありがとうございました。 

資料３別紙２及び別紙３につきまして、ご意見のとおりだと思います。 

重複等が考えられますので、やはり対策本部長から県に直接要請をする線

を追加すべきと思いますので、見直しさせていただきます。 

 

他にございますか。 

はい、植松委員。 

 

実際の DMAT の派遣というのは、形式上は厚生労働省から県に要請が行っ

て、県から指示により DMAT が派遣されるのですが、これはおそらく形式上の

もので、実際には関谷先生が言われたようなことでないとうまく動かないか

とは思っております。ただ、形式上はそういうことでご認識いただければと

思います。 

質問したいことですが、先ほど申し上げた DMAT について、茨城県内の２つ

の参集場所のうちの１つである西南医療センターに出動したお話をしました
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が、資料３別紙の２の中で DMAT 参集場所というのが、全体の中でどこに入っ

てくるのか分からなかったのですが、これがもし入っていないのであれば、

重要なところであると思いますのでご検討いただければと思うのですが。 

 

DMAT 参集場所が資料３の別紙２の中に入っていないのではということで

す。いかがでしょうか。 

 

千葉県等を参考にいたしますと、埼玉県の災害対策本部の中で、救急病棟

の下に DMAT の調整本部が置かれることとなってございまして、そこから派遣

いただくものと考えておりまして、県のご判断、あるいは対策本部長との調

整にて決まってくるものと考えております。 

 

DMAT の集まる場所ですが、このあたりだと済生会栗橋病院さんと久喜総合

病院さんになるかと思いますが、柏崎の方ですと、まず病院といろんな医療

施設の医療がどの程度行えるかを判断した上で、DMAT がどこに集まったらよ

いのかを決定していると。医療供給がどの程度行えるのか評価したうえで集

まる場所を決めたということですので、基本的には災害拠点病院だと思うの

ですが、そこに到達できるか、そこが被災していないか、そこを判断してい

く必要があるので、原則と、融通が利くところと、両方を想定しておくべき

ではないかと思うのですがいかがでしょうか。 

 

もちろんそうですが、先日の茨城県の洪水時、きぬ医師会病院というとこ

ろと、さくら病院というところが水没いたしまして、当然そこに DMAT 本部は

作りえない状況だったわけです。ですから、その状況、状況によって DMAT の

参集場所というのは（変わりますが）、それは場所の問題なんです。（質問は

場所についてではなく）実際 DMAT が集まったときに、DMAT にこれをやって

ほしいとか、または DMAT はこう活動してあげましたよというのは、そこだけ

でやっていいものではないと思うので、やはりどこかにその活動の状況を報

告する、または DMAT にある程度の指示をするというような矢印が必要ではと

思い、先ほど質問したのです。 

 

髙木委員。 

 

今の話に関連して総論的な話をさせていただきますけれども、この計画書

は震度５、６とかの震災があくまでも対象ですよね。ですが災害は震災に限

らず、先日の水害もありますし、大規模交通事故とか、テロが久喜に起こら

ないとも限らない。これらも全て災害なので、計画はこのあたりも含めて考

えないといけないですけど、そうするとあまりこれを細かいところまでつき



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長（西崎会長） 

 

 

 

田中委員 

 

 

 

 

 

 

 

議長（西崎会長） 

 

 

 

小島委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

つめてしまうと想定外というのが一杯でてきてしまう。私としてはそういう

のを含めて DMAT の参集場所、それからどこの病院を拠点病院にするかという

こと等について、その災害が起こった規模や場所を考えて、ある程度柔軟に

そのとき決められるようにしていた方がいいと思います。たとえば、久喜駅

で大規模な列車事故が起きた場合、一番近いのは新井病院ですので、やはり

そこを拠点にしてトリアージして重傷者は久喜総合病院へ送るというよう

な、ある程度柔軟性を持った計画書を作っておかないと、逆に計画が足枷に

なってしまうこともあると思います。ですので、できれば一番近い拠点に医

療対策本部を作って、最初の２４時間とか４８時間は、ある程度地元の医師

が統制する。その先は県とか本部とかの統制になるのですけど。東鷲宮病院

なども含め、久喜市内で４、あるいは５病院がそういう災害時の拠点になれ

る病院だと私は考えております。 

 

災害の種類等によって変わってくるため、柔軟性をもった計画にすべきと

いうことですね。 

はい、田中委員さん。 

 

今、会長からもおっしゃられたように、融通が利くように、臨機応変な対

応ということはもちろん大切ですが、それは前提の上で、先ほど植松委員か

らおっしゃられたのは、DMAT の参集場所というよりも、組織図の中でどう位

置付けするかということだと私は受けとりましたので、くしくも髙木副会長

から災害対策本部というお言葉がありましたように、そういったところが関

係してくると思いますが、そういった意味でのご発言であったのかなと、少

し補足させていただきました。 

 

色々、お話いただきましたが、市民の公募の方、あるいは有識者の委員の

方からは何かございますか。 

はい、小島委員。 

 

私は東鷲宮地区に住んでおりまして、今年は自治会長を仰せつかっていま

す。今、災害時の医療救護について大きな全体の流れを見させていただいて

大変勉強になったところです。 

当自治会では自主防災組織というのを立ち上げておりまして、そこで災害

用品の備蓄を始めているところです。担架とか、救急用具というのを多少は

揃えてきたところですが、先ほどの資料４検討課題１番の医療救護所の調整

のところで、市内小学校の２３か所の全てには置き切れないので５か所に救

護所が置かれるということを伺って、私のところの東鷲宮小学校区はこの鷲

宮小学校まではおよそ３キロから４キロあるところでして、これが検討課題
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５番の、住民への周知というところになりますと、私たちの地域の方たちは

不安に思う方もいらっしゃるかなというふうに感じました。 

例えばそういった災害に備えるための担架とかは用意するにしても、救護

所まで自分たちで「この方は」と思う方を搬送したくなってしまうとか、そ

ういう思いに駆られていくのではないかと想像したのですが、どういった状

態の患者さんがどのくらいいて、避難場所である東鷲宮小学校に待機しなく

てはいけないのか、あるいは力のある防災組織であれば救護所に搬送してい

いものなのかとか、そういうあたりについても、この住民への周知の際に少

し謳っていただいた方が安心かと感じましたが、いかがでしょうか。 

 

自治会で防災組織を作っているのですね。そういうところもいくつかあり

ますね。 

はい、染谷委員さん。 

 

資料４の２番のところ、小島委員さんが質問したことと同じことを考えて

おりました。 

検討課題の中で、拠点避難所が全ての小学校は２３校であるが、全てに医

師を配置することはできないので、初動体制としては救護所５か所を設定し

たと。ただ、地域性の問題が小島委員から出たように、鷲宮小学校だけでは

非常に範囲が広すぎますよね。桜田地区などを含む東地区と西地区くらいに

分ける選定があってもしかるべきかと、資料を読み込んだ際に思いました。

それが１点です。 

それと、拠点避難所が小学校ということですが、従来はインフラが学校が

一番整っているという観点で、とにかく学校を避難所とすることが多かった

ですね。ただ、昨今ではコミュニティセンターなども良い施設ができており、

耐震化も進み、トイレの状態もよく、駐車スペースも学校よりはるかに収容

能力があるのです。そのためなぜ小学校としたのか、説明を求めたいと思い

ます。小学校だと体育館しかないですよね。救護所を開くとしても体育館に

なる。この点なども、広いホール以外にも小部屋が沢山あったり、西コミュ

ニティセンターなどは和室もあるのですよね、ご老人など対応が大変な方に

も良いですし、調理施設などもあり、簡単な食事もそこでできるということ

もありますので、そのあたりを行政としてはどんなふうにお考えになったの

かをお聞かせ願えればと思います。 

 

避難所というところに求めるものが、地域の実情によって違うというとこ

ろも算段しておかないといけないのではないかということです。 

はい、桂田委員。 
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資料３の３番の救護所の設置というのがあるのですが、救護所と避難所の

違いや言葉の意味が分からなくて、私たちが被災した場合にまず避難所に行

くことがまずメインになると思うのですが、救護所という言葉がでてくると、

市民の方はどちらに行くべきか迷うのではないかと思います。私は避難所に

すぐ行くというのが頭に浮かぶのですが、救護所は、５か所というのも少な

いですし、救護所というところだけをピックアップする意味がよく分からな

いです。 

被災された困っている方は避難所に行くと思うので、あまりここを言って

しまうと、皆さんが被災したら、例えば自分が一番近い救護所は太田小だか

ら太田小を目指さなくてはと思ってしまい、近くの避難所に行くことをやめ

てしまうご老人がいたり、遠いので自宅でいい、と諦めてしまう方もいるの

ではないかと。単純に言葉の意味がわからないです。 

 

避難所と救護所、それぞれの意味を市民がどう捉えるかということでしょ

うか。 

資料３の別紙２の図の中に、避難所・応援救護チーム等というのが各避難

区にあって、救護をやるところとして５つの小学校がやるということだと思

うのですが。 

 

基本的には、拠点となっている２３の小学校ということで、そこはお住ま

いが倒壊したとき等に寝泊りをしなくてはいけませんので、主に体育館があ

てられていると思います。そういった中で絞って考えざるを得ないところで、

例えば鷲宮地区では、中心部の鷲宮小学校に医師や薬剤師、看護師などを派

遣し、応急手当等をするというふうにご理解いただければと思います。 

災害の状況により、被災状況、どういった重傷者がでているか、軽症者が

どれだけいるか、各避難所についてそういったことを把握した上で、臨機応

変に対応していきたいと思っております。ですから、拠点となるところは５

か所を指定しておりますけども、場合によっては巡回診療ということで医師

の先生方と一緒に各避難所へ出向き、対応するということも考えなくてはな

らないと思っております。また、頭を強く打ったなどという場合は救急車を

呼ぶべきと思いますが、大きな組織のある地域などには、避難所にいる職員

を通じて地域の力をお借りして、救護所や病院へ搬送していただくなど、臨

機応変に対応をするというふうに考えてございます。 

それから、先ほどお話のありました救護所ですが、２３地区全てには設置

できないのですが、被災状況によっては、増設を考えなくてはならない場合

もあるものと思われ、その場合は三師会の先生方ともすぐに協議し対応を考

えなくてはならないものと思います。これはあくまで各班の初動体制の考え

方の基本を周知したまででございまして、実際には被災状況に応じた対応を
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考えなくてはならないと考えております。 

 

関谷委員。 

 

救護所というのは、保健室がついた避難所というふうな理解でよろしいで

しょうか。 

 

保健所が余計なことを言うとおせっかいかもしれませんが、救護所につい

て混乱しておりますのでご説明いたしますと、避難所は、被災者の方が避難

して集まって、一時的に生活していく場といいますか、まず避難をする場所

です。それに対して救護所は、医師が、トリアージといって怪我をしたりと

か具合が悪くなった人の状態がどれくらい悪いのかを選別したり、軽い程度

であれば応急処置をしたりとか、重症であれば病院に搬送するとか、そうい

うことをする場です。被災したらまず避難所に行くのが原則です。そして、

怪我をしたり具合が悪い方は救護所で具合の程度を選別され、程度によって

は処置をしていただくというのが救護所の位置づけです。 

 

救護所は避難所と一緒にあるのですか。避難所にくっついているんですか。

救護所だけなのか、避難所にはなっていないのか教えていただきたいです。 

 

指定した救護所全て避難所になっております。また、トリアージや軽症者

の応急処置を避難所で行うことは難しいので、実際には学校の保健室等を中

心に利用して対応していくものと考えております。 

 

まだまだ内容等･･･ 

あ、お願いします。（挙手をしている齊田委員を指名する） 

 

救護所の関係ですけれども、是非、私も東鷲宮地区に住んでおりますので、

この５か所だけではなく東鷲宮地区の桜田小や東鷲宮小なども検討いただき

たいのが要望でございます。 

それから、聞きたいのですが、医薬品の備蓄の方法ですが、備蓄場所はど

の程度、確保されているのか進捗状況を知りたいという点と、医薬品の確保

については薬剤師会と協議すると書いてありますが、この際に保健所さんと

の関わりはないのでしょうか。 

それともうひとつ、エマルゴ訓練というのを１月２３日に実施予定となっ

ているのですが、これは住民の参加については想定しているのでしょうか。 

 

事務局の方、よろしいでしょうか。 
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小林副部長兼課長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長（西崎会長） 

 

 

 

小林副部長兼課長 

 

 

 

議長（西崎会長） 

 

 

 

 

司会（小林副部長

兼課長） 

 

 

 

矢作課長補佐兼係

長 

 

 

 

 

 

医薬品の備蓄の関係でございますが、現在のところ購入してはございませ

ん。 

よく使う薬の選定や、どのようにストックしていくかということを検討す

る必要がございますので、古くなって捨ててしまうことにならないような 

ストックの在り方、使いながら補充していくという方法、ランニングストッ

クと申しますが、そのような方法をとれないかといったこと、阪神淡路大震

災や東日本大震災の実例が参考とならないかといったことなどを踏まえつ

つ、三師会の先生方とも相談しながら医薬品の備蓄を進めていきたいと考え

ております。 

エマルゴ研修でございますが、過去２回実施してございます。医師会の先

生方と消防、行政が実施しているところでございまして、住民の方の参加に

ついては今のところ想定していないところです。 

 

まだまだご意見いただきたいこともあるかと思いますが、時間がだいぶ過

ぎておりますので、このあたりで意見交換を終了とさせていただきます。 

続いて事務局の方から連絡事項がございます。 

 

次回の開催時期でございますが、２月議会後の３月中旬頃を予定してござ

います。その時期になりましたらお知らせしたいと思いますので、どうぞよ

ろしくお願い致します。 

 

本日の協議事項は、現在、策定中のところもございましたが、終了とさせ

ていただければと思います。 

以上を持ちまして、議長の任を解かせていただきたいと思います。ありが

とうございました。 

 

ありがとうございました。 

続きまして、その他でございます。事務局から、利根保健医療圏にて協議

している医療体制について、現在の取り組み状況等を報告させていただきま

す。 

 

本日、配布させていただきました、当日資料２と、「みんなで守ろう！考え

よう！救急医療」のリーフレット、そして「お医者さんに行くべきか迷った

らまず相談！埼玉県の救急電話相談」をお手元にご用意いただければと思い

ます。時間も限られておりますので簡単にご説明させていただきます。 

平成２５年１月６日に発生しました、救急搬送の受入困難事案につきまし

ては、救急医療に関して大変な問題であるということで、市はもちろん県な

どでも大きく取り上げて対策を協議してまいりました。そこで、県及び久喜
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市を含む６市２町（東部北地区第二次救急医療圏）、あるいは７市２町（利根

保健医療圏）でこれまでの取組みについてこちらの資料をまとめましたので、

ご報告、ご紹介させていただきます。 

まずは埼玉県の取組みということでございますが、埼玉県では新救急医療

情報システムの活用ということがございます。こちらはかねて紙に印刷して

利用していたものを、タブレット端末を活用することで最新医療機関情報の

共有化を図っているということでございます。 

２番目の搬送困難事案受入医療機関支援事業ですが、こちらは長時間搬送

が決まらない救急患者を一定の条件下で必ず受け入れることで搬送困難事案

の解消を図るもので、平成２７年１０月１日現在では久喜総合病院を含む９

つの医療機関が、こちらの受け入れ体制を実施しているところでございます。 

３番目の搬送調整体制強化事業（専任医師）でございますが、こちらも救

急隊が搬送先の選定に苦慮する場合等の、県と医療機関の契約により選任さ

れた医師が他の医療機関との調整、または自ら受入れを行うもので、現在、

埼玉医科大学総合医療センターが実施しているところでございます。 

それから裏面でございますが、埼玉県の救急電話相談ということで、パン

フレットも併せてご参照いただければと思いますが、＃７０００番、こちら

は大人の救急電話相談ということで毎日１８時３０分から２２時３０分ま

で、それから小児救急電話相談ということで＃８０００番、こちらは月曜日

から土曜日までは１９時から翌朝の７時、日曜日・祝日・年末年始は７時か

ら翌朝の７時までということで家庭での対処方法や受診について看護師が電

話で相談にのっています。 

 

続きまして、久喜市を含む利根保健医療圏の７市２町の取組みでございま

すが、地域医療ネットワークシステム「とねっと」、こちらにつきましては医

師や看護師が不足する中では情報を共有する医師同士の役割分担と連携が欠

かせないということで、この７市２町で地域医療ネットワークシステムにて

医療連携を行っているところでございます。特に本市の取組みでは、食物ア

レルギーのあるお子様にとって、緊急時の対応に大変効果があるということ

から、市内の小中学校の全生徒に加入の案内を配布するなど啓発活動を行っ

ております。 

 

また、東部北地区６市２町の取組みといたしましては、お手元の救急医療

のパンフレットを作成し、今年の１月に全戸配布したところでございます。 

そのほかに、病院群輪番制病院等運営費補助金の増額により、東部北地区

では二次救急医療の体制の強化を図っているところでございます。 

そして最後に、久喜市の取組みといたしましては、これら県や近隣市町村

と共同で行っている取組みについて、市民の方々に周知するために、広報く
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司会（小林副部長
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髙木副会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

き１１月１日号に救急医療に関する特集記事を掲載したり、市ホームページ、

出前講座等を活用するなど、周知に努めているところでございます。 

以上、情報提供ということで、利根保健医療圏にて協議している医療につ

いて報告させていただきました。ありがとうございました。 

 

報告は以上でございます。 

委員の皆様には、本日は「災害時の医療体制」ということで、様々な検討

をしていただき、色々なご意見をいただいたところでございます。 

本市が取り組んでおります、保健や医療に関する様々な事業の成果を上げ

ていくためには、引き続き、市民の皆様への周知、啓発に工夫のうえ取り組

んでいかなければならないと感じております。 

そのような中、広報くき１１月号に「みんなで守ろう！考えよう！救急医

療」について記事を掲載し、救急医医療の仕組みや、救急医療の正しい利用

の仕方、夜間や休日など、急な病気やけがで困った時の相談先等について、

市民の方々への周知に努めているところです。 

また、市ホームページの市内医療機関一覧に、埼玉県医療機能情報システ

ムに基づきまして、新たに「障がい者等対応状況」も掲載したところです。 

久喜市医療体制等推進協議会では、引き続き、市の医療体制における課題

等つきまして、市民の皆様や医療関係者の皆様等からご意見をいただき、医

療政策へ繋げていきたいと考えておりますのでよろしくお願いいたします。 

最後になりますが、本日の会議録を作成しましたら、皆様に確認をお願い

したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

                  

委員の皆様方から何かございませんか。 

無いようでしたら、時間もまいりましたので、この辺で閉会とさせていた

だきます。 

閉会のごあいさつを髙木副会長からお願いします。 

 

皆様には長時間、活発に議論いただきましてありがとうございます。 

防災医療というのは「これで充分な計画」というのはあり得ない、先ほど

言ったように色々な形があると思いますし、恐らく我々が想定したような災

害ではなく、想定外の災害が起きると思います。そういう面では、討議尽く

して尽きることは無いので、今後も我々は医療的な立場から考えますけれど

も、市民の皆さんからは市民の視点から我々に色々ご指摘をいただき、大切

なのは計画を市民の皆さんがしっかり徹底して、災害時には的確に動けるこ

とだと思います。作るだけでは充分でない、いかに活かしていくかというこ

とが大事です。 

医師会といたしましては、とにかく人命救助を最大の目標として、これか
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司会（小林副部長

兼課長） 

 

らも体制作りをしたいと思いますので、先ほどの救護所のこともありますけ

ども、我々としてはなるべく医師を、マンパワーを少ない場所に集中してよ

り良い医療ができる形にしたいと思っております。そういった数的なことで

も、ご不満もありますけれども、あまり人が散り散りとなるのも良くないと

いうこともご理解いただければと思います。 

本日はありがとうございました。 

 

ありがとうございました。 

それでは、以上を持ちまして、第２回久喜市医療体制等推進協議会を閉会

とさせていただきます。 

大変お忙しい中、ありがとうございました。 

 

会議のてん末・概要に相違ないことを証明するためにここに署名する。 

 平成２７年 １２月 １４日        

 

    久喜市医療体制等推進協議会 会長  西 崎 道 喜 

 

 


